
看護師等の雇用の質の向上のための研修会看護師等の雇用の質の向上のための研修会

労働基準関係法令等について

日時 平成２４年１月３０日（月）日時 平成２４年１月３０日（月）
場所 鹿児島県庁 行政庁舎２階 講堂

鹿児島労働局

労働基準部 監督課労働基準部 監督課
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１．労働時間等に関する法令・指針
（ガイドライン）等について
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労働時間（労働基準法第32条）労働時間（労働基準法第32条）
使用者は、労働者に、休憩時間を除いて1日に8時間、1週間に40

時間を超えて労働させてはなりません （ただし 事業場の規模が10時間を超えて労働させてはなりません。（ただし、事業場の規模が10
人未満の商業・映画演劇業・保健衛生業・接客娯楽業については、1
週間の労働時間が44時間となっています。）週間の労働時間 時間 な て ます。）

休日（労働基準法法第３５条）

使用者は少なくとも毎週１日の休日か、４週間を通じて使用者は少なくとも毎週１日の休日か、４週間を通じて
４日以上の休日を与えなければなりません。
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主な変形労働時間制

１か月単位の変形労働時間制（労働基準法第３２条の２）
１か月単位の変形労働時間制とは、１か月以内の一定の期間を平均し、１週間当たりの月単 変 労働時間制 、 月 定 期間を 、 間 り

労働時間が４０時間（特例措置対象事業場は４４時間）以下の範囲において、１日及び１

週間の法定労働時間を超えて労働させることができる制度です。（事業場全体、一部の部
署だけでの導入可。）署だけでの導入可。）

変形期間の暦日数
1週間の法定労働時間 ×

７７

週の法定労働時間

１、３、５、７、
８、１０、１２月

４、６、９、１１月 ２月

週の法定労働時間

３１日 ３０日 ２９日 ２８日

４０時間 １７７．１時間 １７１．４時間 １６５．７時間 １６０．０時間

採用するにあたって

４４時間 １９４．８時間 １８８．５時間 １８２．２時間 １７６．０時間

・就業規則に新たに規定もしくは変更する。
※常時１０人以上の労働者がいる場合には、所轄の労働基準監督署長への就業規則変更届が必要。

・労使協定による場合には、所定の様式により所轄の労働基準監督署長への届出
がが必要。

4



主な変形労働時間制

１年単位の変形労働時間制（労働基準法第３２条の４、第３２条の４
の２）の２）
１年単位の変形労働時間制とは、労使協定を締結することにより、１年以内の一定の期

間を平均し、１週間当たりの労働時間が４０時間の範囲において、１日及び１週間の法定
労働時間を超えて労働させることができる制度です （事業場全体 部の部署だけでの労働時間を超えて労働させることができる制度です。（事業場全体、一部の部署だけでの
導入可。）

主な条件
①対象労働者の範囲
対象労働者 範囲を労使協定 より明確 定める必要がある対象労働者の範囲を労使協定により明確に定める必要がある。

②労働時間の特定
対象期間の労働日及び労働日ごとの労働時間を労使協定において定める必要がある。
ただし、１か月以上の期間ごとに対象期間を区分した場合、最初の期間を除き、区分さ

れた各期間の３０日前までに労働日及び労働日ごとの労働時間を労働者代表の同意を
得て、書面により特定すればよい。得て、書面により特定すればよい。

なお、特定された労働日及び労働日ごとの労働時間を変更できない。
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③労働日数の限度（原則）
対象期間が１年の場合は ２８０日・対象期間が１年の場合は ２８０日

・対象期間が３か月を超え１年未満である場合は ２８０日 × 対象期間の歴日数／
３６５日

④ び 労働時 度④１日及び１週間の労働時間限度
・１日は１０時間以内 １週間は５２時間以内
導入の要件（対象期間が３か月を超える場合）
・４８時間を超える所定労働時間を設定した週が連続３週間以内であること。
・起算日から３か月ごとに区切った１期間に４８時間を超える週の初日が３日以内
であること。であること。

⑤連続して労働させる限度の日数
・６日

・特定期間（対象期間中の特に業務が繁忙な期間）における連続労働日数は 労・特定期間（対象期間中の特に業務が繁忙な期間）における連続労働日数は、労
使協定の定めがある場合には、１週間に１日の休日が確保できる日数。最長１２日）

採用するにあたって
・労使協定を締結し 所定の様式により所轄の労働基準監督署長へ届出が必要・労使協定を締結し、所定の様式により所轄の労働基準監督署長へ届出が必要。
・就業規則の変更を行うこと。

※常時１０人以上の労働者がいる場合には、所轄の労働基準監督署長への就業規則変更届が必要。
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時間外休 労働 労働基準法第 条時間外休日労働(労働基準法第３６条)
法定の労働時間を超えて労働（法定時間外労働）させる場合、又は、法定の休日に

労働（法定休日労働）させる場合には あらかじめ労使で書面による協定を締結し こ労働（法定休日労働）させる場合には、あらかじめ労使で書面による協定を締結し、こ
れを監督署長に届け出ることが必要です。この協定のことを法第36条に規定されてい
ることから、通称「36協定」といいます。

３６協定（特別条項も含む）については、労働時間に関する労使の約束事（労働契
約の１つ）であるので、労使が互いに３６協定の内容について十分に理解しておくこ
とが必要ですとが必要です。

※通常は労使が合意して３６協定が締結されているはずなのに、監督署に寄せられ
る相談の中には、労働者から話を聞くと３６協定の内容を知らないことがよくある。
当事者間の約束事であるので、就業規則等と同様に労働者に周知すればこのよ

うな問題はない。うな問題はない。

（お願い）
３６協定（特別条項も含む）で定める上限時間はできるだけ短く設定してください３６協定（特別条項も含む）で定める上限時間はできるだけ短く設定してください。

時間外時間の予想がつかない場合に上限時間を多めに設定する場合が見られま
すが、締結した上限時間の範囲内で行うことはもちろんのこと、常に可能な限り、時
間外労働は短くするように心がけまし う間外労働は短くするように心がけましょう。

7



労働時間適正化による時間外 休日労働の削減 時間労働時間適正化による時間外・休日労働の削減、時間
外・休日労働協定（３６協定）のポイント等

限度基準（労働基準法第３６条）
般労働者の場合・一般労働者の場合
１か月 ４５時間、１年間 ３６０時間

・対象期間が３か月を超える１年単位の変形労働時間・対象期間が３か月を超える１年単位の変形労働時間
制の対象の労働者の場合

１か月 ４２時間 １年間 ３２０時間１か月 ４２時間、１年間 ３２０時間
※ただし、上記限度時間は①工作物の建設等の事業②
自動車の運転の業務 ③新技術 新商品等の研究開発自動車の運転の業務 ③新技術、新商品等の研究開発
の業務等は適用がありません。

（参考）労働基準法第３２条
休憩時間を除いて１日に８時間、１週間に４０時間を超えて労働させては

ならない。ならない。
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特別条項付き３６協定特別条項付き３６協定
臨時的に限度時間を超えて時間外労働を行わなければならない特別の事情が予

想される場合には、特別条項付き協定を結べば、限度基準を超えて当該特別条項で
定める協定の範囲内で時間外労働を延長させることができる定める協定の範囲内で時間外労働を延長させることができる。

特別条項を定める時の留意点
①原則としての延長時間（限度基準以内の時間）を定める。
（例）１か月 ４５時間（４２時間）以内、１年間 ３６０時間（３２０時間）以内等

②限度時間を超えて時間外労働を行わせなければならない「特別の事情」をできるだけ具体的
に定める。

③「特別の事情 は 時的または突発的 ある と 全体とし 年の半分（ か月）を超えな③「特別の事情」は、一時的または突発的であること、全体として１年の半分（６か月）を超えな
いことが見込まれること。

④特別条項を適用する前には、労使がとる手続きを協議、通告、その他具体的に定める。
⑤限度時間を超えることができる回数を定める （③にある全体として１年の半分（６か月）を超⑤限度時間を超えることができる回数を定める。（③にある全体として１年の半分（６か月）を超
えないことに留意する。）

⑥限度時間を超える一定の時間を定める。
（例）１か月 ６０時間以内 １年間 ４５０時間以内等（例）１か月 ６０時間以内、１年間 ４５０時間以内等

⑦限度時間を超える時間外労働に関する割増賃金率は、できる限り法定の２５％を超えるよう
に定める。（改正労働基準法）

※１か月６０時間を超える場合は超えた部分については５０％以上の割増 （但し中小企業※１か月６０時間を超える場合は超えた部分については５０％以上の割増。（但し中小企業
（注）は当面の間、猶予されている。）
（注）中小企業 日本標準産業分類 サービス業のうち大分類Ｐ（医療福祉）、資本金または出

資の総額５ ０００万円以下または常時使用する労働者数が１００人以下。資の総額５，０００万円以下または常時使用する労働者数が１００人以下。
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「特別の事情」とは？
一時的又は突発的な事由であることが必要とされる。

臨臨 臨時的と認められないもの

・（特に事由を限定せず）業務の都合上

臨時的と認められるもの

・急患の対応
必要なとき

・（特に事由を限定せず）業務上やむを
得ないとき

・災害時における業務の繁忙
・決算、診療報酬の計算の対応
・大規模なクレームへの対応 得ないとき

・（特に事由を限定せず） 業務繁忙なと
き

・使用者が認めるとき

大規模なクレ ムへの対応
・施設内でのトラブルへの対応等

・使用者が認めるとき
・年間を通じて適用されることが明らか
な事由等

恒常的なものはダメ。体制を

具体的な事由を明確にする必要がある

恒常的なも ダ 。体制を
検討する必要あり。

具体的な事由を明確にする必要がある。
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時間外休日労働割増賃金(労働基準法第３７条)

時間外労働

深夜労働（午後10時から午前５時）
２５％以上の割増賃金

深夜労働（午後10時から午前５時）

法定休日労働 ３５％以上の割増賃金

※割増賃金の計算の基礎となる賃金には 「家族 通勤手当」 「別居手当」 「子女教育手当」※割増賃金の計算の基礎となる賃金には、「家族・通勤手当」、「別居手当」、「子女教育手当」、
「臨時に支払われた賃金」、「住宅手当」等は算入しません。なお、割増賃金等の計算の基礎に
なる賃金に含まれるかどうかは、名称ではなく内容により判断されます。

（参考）労働基準法の改正により平成22年４月１日から時間外労働の割増賃金率が引き上げられました。

１ １か月に60時間を超える時間外労働については、法定割増賃金率が現行の25％以上から、
50％以上に引き上げられました。

２ ただし、中小事業主の事業（※）については、当分の間、法定割増賃金率の引き上げの適用は猶予されます。

※ 猶予される中小企業

小売業 5 000万円以下 50人以下

業種
資本金の額または

出資の総額
または

常時使用する
労働者数

11

小売業 5,000万円以下 50人以下
サービス業 5,000万円以下 100人以下
卸売業 １億円以下 100人以下
その他 ３億円以下 300人以下

または



（参考）労働基準法第３３条（災害等による臨時の必要がある場合の時間外労働等）

災害その他避けることのできない事由によって 臨時の必要がある場合においては災害その他避けることのできない事由によって、臨時の必要がある場合においては、
使用者は、行政官庁の許可を受けて、その必要の限度において第３２条から前条まで若
しくは第４０条の労働時間を延長し、又は第３５条の休日に労働をさせることができる。た
だし 事態急迫のために行政官庁の許可を受ける暇がない場合においては 事後に遅だし、事態急迫のために行政官庁の許可を受ける暇がない場合においては、事後に遅
滞なく届け出なければならない。以下（略）

労働基準法第３６条の３６協定届を出さずに同法第３３条の届出を監督署に提出され労働基準法第３６条の３６協定届を出さずに同法第３３条の届出を監督署に提出され
る場合が見られるが・・・。

昭和２２年９月１３日付発基第１７号 昭和２６年１０月１１日付基発第６９６号昭和２２年９月１３日付発基第１７号、昭和２６年１０月１１日付基発第６９６号
平成２２年度版 労働基準法コンメンタールＰ４５０
・基準

第１項は災害、緊急、不可抗力その他客観的に避けることの出来ない場合の規定であるから厳格に運用すべきものであって、その
許可又は事後の承認は、概ね次の基準によって取扱うこと。許可又は事後 承認は、概ね次 基準 よ 取扱う 。
（一）単なる業務の繁忙その他これに準ずる経営上の必要は認めないこと。
（二）急病、ボイラーの破裂その他人命又は公益を保護するための必要は認めること。
以下（略）
平成２２年度版 労働基準法コンメンタールＰ４５１
・「臨時の必要がある場合」の解釈において

たとえ避けることのできない事由による場合であっても、それが恒常的なものである場合は、通常、それに応じた措置が講ぜられ
るべきであり、臨時の必要性が認められず、本条の適用はない。すなわち、病院等において恒常的に時間外に労働する必要がある
場合は本条による労働とは認められず、このような事業においては、交替制の採用等によって対処すべきものである。ただし、その

臨 が 条ような手立てを講じてもなお、その日の特別な事情により、これを超えて臨時に労働させる必要がある場合には当然本条によって処
理できるものである。

時間外労働が予想されるのであればまずは３６協定の締結が必要
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労働時間適正把握基準（平成１３年４月６日付基発第３３９号通達）

（目的）（目的）
賃金不払残業（サービス残業）の防止
恒常的な長時間労働の抑制（過重労働による健康障害の防止）

（適用の範囲）
本基準の対象事業場は、労働基準法のうち労働時間に係る規定の全部又は一部が

適用される全ての事業場とすること。適用される全ての事業場とすること。

いわゆる管理監督者及びみなし労働時間制が適用される労働者（事業場外労働を
行う者にあっては、みなし労働時間制が適用される時間に限る。）を除くすべての者と
すること なお 適用除外される労働者についても健康確保を図る必要があることからすること。なお、適用除外される労働者についても健康確保を図る必要があることから
使用者において労働時間管理を行う責務がある。

（基準の主な内容）
①労働日ごとに始業・終業時刻を確認・記録する。
②始業・終業時刻の確認と記録は、原則として客観的な方法による。
・使用者自らの現認により確認し、記録する。使用者自らの現認により確認し、記録する。
・タイムカードやＩＣカードなどの客観的な記録を基礎として確認し、記録する。
・自主申告制による（※）
※導入前に労働者に労働時間の正しい記録 申告について十分説明する 申告さ※導入前に労働者に労働時間の正しい記録、申告について十分説明する。申告さ
れた労働時間と実態が合致しているかどうか随時実態調査をする。適正な申告を
妨げる目的での時間外労働の上限設定はしない。

③労働時間に関する記録を保存しておくこと③労働時間に関する記録を保存しておくこと。
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賃金不払残業（サービス残業）の問題
賃金不払残業（サービス残業）は労働基準法第３７条違反です。
→ 賃金不払残業（サービス残業）があった場合は、監督署が事業場に是正指導を
行う。
平成２２年度 全国の監督署が是正指導したもの（１企業当たり１００万円以上）平成２２年度 全国の監督署が是正指導したもの（１企業当たり１００万円以上）

・ 是正企業数 １，３８６企業（＋１６５企業、＋１４％）

うち保健衛生業 １２３企業（＋２０企業、＋１９％）
・ 支払われた割増賃金合計額

１２３億２３５８万円 （ ＋７億２０６０万円、＋６％）
うち保健衛生業 １１億６２８０万円（－２億４４０２万円、－１７％）、

・ 対象労働者数
１１５，２３１人（＋３３４２人、＋３．０％）
うち保健衛生業 １３ ６７５人（＋１ ６７２人 ＋１４％）うち保健衛生業 １３，６７５人（＋１，６７２人、＋１４％）

※保健衛生業とは病院、診療所、介護施設等が該当する。

鹿児島県内 ２２企業(＋５７％） １２０７人（+５８％） １億９６５６万円（+３９２％）鹿児島県内 企業( ） 人（ ） 億 円（ ）
うち保健衛生業 ３企業（＋２００％） ７７人（５４％） ４８３万円（１０７％）

前年度より賃金不払残業（サービス残業）は増加している。

平成２１年度・平成２２年度 賃金不払残業（サービス残業）是正の結果まとめ
（厚生労働省労働基準局監督課）
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賃金不払残業の解消を図るために講ずべき措置等に関する指針賃金不払残業の解消を図るために講ずべき措置等に関する指針
（平成１５年５月２３日基発第０５２３００４号通達）

（目的）（目的）
賃金不払残業（サービス残業）の防止

（指針の主な内容）
①労働時間適正把握基準（平成１３年４月６日基発第３３９号）を遵守する
②職場風土の改善
（例）
・経営トップ自らの決意表明や社内巡視等による実態把握経営 ッ 自ら 決意表明や社内巡視等 よる実態把握
・労使の合意による賃金不払残業撲滅の宣言
・企業内または労働組合内での教育

③適正に労働時間の管理を行うシステムを整備する③適正に労働時間の管理を行うシステムを整備する
④労働時間の適正な把握のための責任体制を明確にし、チェック体制を整備
する

などなど
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賃金不払残業の解消を図るために講ずるべき措置等に関する指針（平成１５
年５月２３日付基発第０５２３００４号通達）年 月 付基発第 号通達）

（目的）
従来の使用者が講ずべき措置等に加えて、各企業において労使が各事業場に

おける労働時間の適正化と賃金不払残業の解消のために講ずべき事項を示しおける労働時間の適正化と賃金不払残業の解消のために講ずべき事項を示し、
企業の本社と労働組合等が一体となっての企業全体としての主体的な取組を行う。

（指針の主な内容）
①労使の主体的な役割
・使用者に求められる役割

賃金不払残業のような労働基準法に抵触することがないように適正に労働時間管理を行
う。
労働組合に求められる役割・労働組合に求められる役割

時間外・休日労働協定（３６協定）の締結当事者の立場に立つので賃金不払残業が行わ
れることがないように本社レベル、事業場レベルを問わず企業全体としてチェック機能を発揮
して主体的に賃金不払残業を解消するための努力をし 使用者が講ずる措置に積極的に協して主体的に賃金不払残業を解消するための努力をし、使用者が講ずる措置に積極的に協
力することが求められる。
・労使の協議

賃金不払残業の解消を図るための検討については労使双方がよく話し合い 十分な理解賃金不払残業の解消を図るための検討については労使双方がよく話し合い、十分な理解
と協力の下に行われることが重要であり、労使からなる委員会（企業内労使協議組織）を設
置して、賃金不払残業の実態把握、具体的な検討及び実施、具体策の改善へのフィード・バ
ックの実施により 労使が協力して取り組む体制を整備するックの実施により、労使が協力して取り組む体制を整備する。
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②労使が取り組むべき事項
・労働時間適正把握基準（平成１３年４月６日付基発第３３９号通達）の遵守労働時間適正把握基準（平成１３年４月６日付基発第３３９号通達）の遵守

使用者は同基準を遵守し、労働組合は、使用者に同基準を遵守させるために、労働者に対
して同基準の周知をすることが重要である。

・職場風土の改革職場風土の改革
職場の中において、賃金不払残業が存在することがやむを得ないとの労使双方の意識（職

場風土）が反映されている場合が多いという点に問題があることからこうした土壌をなくしてい
くための例えば次のような取り組みを行うことが望ましい。う り組 を行う 。
①経営トップ自らによる決意表明や社内巡視等による実態の把握
②労使合意による賃金不払残業撲滅の宣言
③企業内又は労働組合内での教育

・適正に労働時間管理の管理を行うためのシステムの整備
①適正に労働時間の管理を行うためのシステムの確立（使用者の現認、タイムカード・ICカ
ードの使用など）
②②労働時間の管理のための制度等の見直しの検討（必要に応じて現行の労働時間の管理
のための制度やその運用、さらには仕事の進め方も含めて見直す検討が望まれる。）
③賃金不払残業の是正という観点を考慮した人事考課の実施（適正な労働時間の管理を意
識した人事労務管理を行うこと ）識した人事労務管理を行うこと。）

・労働時間を適正に把握するための責任体制の明確化とチェック体制の整備
①労働時間管理の責任者を明確にすること。企業全体として適正な労働時間の管理を遵守
徹底させること徹底させること。
②労働時間管理とは別に相談窓口を設置し、賃金不払残業の実態を積極的に把握する体
制を確立すること。（目安箱、メールアドレス設置）
③労働組合においても相談窓口の設置等を行い 賃金不払残業の実態を把握した時には③労働組合においても相談窓口の設置等を行い、賃金不払残業の実態を把握した時には
必要な対応が望まれる。
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ルールを守る 守らないは事業場の規模（大小）ではありませんル ルを守る、守らないは事業場の規模（大小）ではありません。
重要なことは以下のことです。

①経営トップの意識

②ルールを守るメリットを考える
・ きちんとルールを守る事業場は、職員（労働者）が安心してきちんとル ルを守る事業場は、職員（労働者）が安心して
働ける環境があり、職員のモチベーションも高まる。

・ 職員のモチベーションが高まれば業務の効率も向上する。職員 高 業務 効率 す 。
・ よりよい人材が集まりやすくなる。

（口コミで事業場の良い評判も悪い評判も広がっていく。）
・ 労使間の無用なトラブルを回避できる。

（民事訴訟、労使紛争等の回避）
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経営サイド（使用者）のよくある主張
不況で業績が悪いので支払えない、雇用も確保できない・・・不況で業績が悪いので支払えない、雇用も確保できない

職員がサービス残業に同意している・・・
職員のレベルが低いので自主的に残業するのは当然だ・・・

患者が運ばれ き る に時間外は当然だ患者が運ばれてきているのに時間外は当然だ・・・
職員に早く帰るよう指導しているがなかなか退社してくれない・・・

労働基準法は守らなければならない最低の基準・ルール労働基準法は守らなければならない最低の基準 ル ル
・ 経済情勢や業績等により割増賃金の一部あるいは全部の免除はない規定はない。
・ 労使で同意していても一部あるいは全部の免除はない。

患者が運ばれ救命することは否定はしません ただ それが仮に恒常的であるなら・ 患者が運ばれ救命することは否定はしません。ただ、それが仮に恒常的であるなら
ば体制について考える必要があります。（医療従事者もまた同じ人間であり、限度があ
るはずです。患者への良質な医療サービスを提供するためにも医療従事者もまた休
養も必 なはず す ）養も必要なはずです。）

・ 労使関係が良好な時は問題として表面化しないが、ひとたび悪くなると、賃金不払残
業（サービス残業）をさせられたと労働者から主張され、労使紛争に発展する。

（結論） 決められたルールはきちんと守ることが重要！
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年次有給休暇 (労働基準法第39条）
１ ６か月間継続勤務し 全労働日の８割以上出勤した労働者に対しては 年次有給休暇を１ ６か月間継続勤務し、全労働日の８割以上出勤した労働者に対しては、年次有給休暇を
与えなければなりません。

出勤日（※）

○全労働日の８割以上の出勤率の計算方法

※ 労働災害による休業期間、育児介護休業期間、産前産後休業期
間、年次有給休暇取得期間は、出勤日として取扱います。全労働日（暦日－所定休日）

出勤日（※）
≧８割

２ 年次有給休暇の賃金は、次のいずれかにより支払わなければなりません。
① 平均賃金
② 所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金② 所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金
③ 健康保険法に定める標準報酬日額に相当する賃金（労働者代表との協定がある場合）

6年
雇入日から起算した継続勤務期間ごとの年次有給休暇日数

３ 年次有給休暇の付与日数

20日18日16日14日12日11日10日

３０時間
以上

6年
6か月
以上

5年
6か月

4年
6か月

3年
6か月

2年
6か月

1年
6か月

6か月
１年間の所定

労働日数※

週所定

労働日数

週所定

労働時間

217日以上５日以上

15日13日12日10日9日8日7日169日から
216日まで

４日

３０時間
未満

73日から
120日まで

121日から
168日まで

２日

３日

4日

6日

4日

6日

3日

5日

7日6日6日5日

11日10日9日8日

○ 短時間労働者（パート、アルバイト）などの所定労働日数が少ない労働者に対しても、所定労働
日数に応じた年次有給休暇を与える必要があります。

48日から
72日まで

１日 2日2日1日 3日3日3日2日

※ 週以外の期間によって労働日数が定められている場合

日数に応じた年次有給休暇を与える必要があります。

年次有給休暇は「会社の承認により与える」という性格のものではなく、労働者が年次有給休暇を取得したい日に、
無条件で与えられるものです。ただし、年次有給休暇の取得を認めることにより、事業の正常な運営を妨げることとな
る場合には、労働者に対して別の日に取得するように求めることができます（これを「時季変更権」といいます。）。

20
平成２２年４月１日より、年次有給休暇について、５日間の範囲内で時間を単位として与えることができるようになっています。時
間単位の年次有給休暇を導入するには労働者代表との協定が必要です。



２ 長時間労働抑制の必要性と過重２．長時間労働抑制の必要性と過重
労働による健康障害について労働による健康障害について
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長時間労働の抑制の必要性と過重労働による健康障害の問題

 長時間にわたる過重な労働は疲労の蓄積をもたらす最も重要な要因
と考えられ、さらには、脳・心臓疾患の発症との関連性が強いという医と考えられ、さらには、脳 心臓疾患の発症との関連性が強いという医
学的知見が得られています。

 働くことにより労働者が健康を損なうようなことはあってはならないも
のです。これは医療機関で働く労働者にとっても決して例外ではありま
せん。当該医学的知見を踏まえると、労働者が疲労を回復することが
できないような長時間にわたる過重労働を排除していくとともに 労働できないような長時間にわたる過重労働を排除していくとともに、労働
者に疲労の蓄積を生じさせないようにするため、労働者の健康管理に
係る措置を適切に実施することが重要です。

過重労働による健康障害を防止することを目的として「過重労働による過重労働による健康障害を防止することを目的として「過重労働による
健康障害防止のための総合対策」（平成１４年２月１２日付基発第０２１２
００１号）が定められています。
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過重労働による健康障害防止のための総合対策（平成１４年２
月１２日付基発第０２１２００１号通達）月１２日付基発第０２１２００１号通達）
（目的）

平成１３年１２月１２日付け基発第１０６３号「脳血管疾患及び虚血性心疾患等（負傷
によるものを除く ）の認定基準に いて （新認定基準）より 脳 心臓疾患の労災認定によるものを除く。）の認定基準について」（新認定基準）より、脳・心臓疾患の労災認定
基準を改正し、疲労蓄積をもたらす長期間の過重業務も、業務による明らかな過重負
荷として新たに考慮。
改正の発端となった医学的な見地を踏まえ、過重労働による脳・心臓疾患の発症の

防止に関して、「過重労働による健康障害を防止するため事業者が講ずるべき措置等」
を定め、その周知徹底を図ることにより、過重労働による健康障害を防止することを目を定め、その周知徹底を図る とにより、過重労働による健康障害を防止する とを目
的とする。

（総合対策の主な内容）（総合対策の主な内容）
①労働局・労働基準監督署等による過重労働による健康障害防止のための周知啓発
活動
②過重労働による健康障害防止 ため 窓 指導等②過重労働による健康障害防止のための窓口指導等
（１）時間外・休日労働協定（３６協定）における時間外労働の限度時間に係る指導
（２）労働者の健康管理に係る周知指導
③過重労働による健康障害防止のための監督指導等
④過重労働による業務上の疾病が発生した場合の再発防止対策等

などなど
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過重労働による健康障害を防止するため事業者が講ずべき措置等

（趣旨）
平成１３年１２月１２日付け基発第１０６３号「脳血管疾患及び虚血性心疾患等（負傷に

よるものを除く。）の認定基準について」（新認定基準）より、脳・心臓疾患の労災認定基
準を改正し、疲労蓄積をもたらす長期間の過重業務も、業務による明らかな過重負荷と
して新たに考慮し、疲労の蓄積をもたらす最も重要な要因と考えられる労働時間の評価考 、 労 蓄積 考 労
の目安が示された。

（労働時間の評価の目安）（労働時間の評価の目安）
・ 発症前１か月間ないし６か月間にわたって１か月当たり概ね４５時間を超える時間外
労働時間が認められない場合は、業務と発症との関連性が弱いと判断されるが概ね４
５時間を超えて時間外労働時間が長くなるほど 業務と発症の関連性が徐々に強まる５時間を超えて時間外労働時間が長くなるほど、業務と発症の関連性が徐々に強まる
ものと判断されること。

発症前 か月間に概ね 時間を超える時間外労働が認められる場合又は発症前・ 発症前１か月間に概ね１００時間を超える時間外労働が認められる場合又は発症前
２か月ないし６か月間にわたって１か月当たり概ね８０時間を超える時間外労働が認
められる場合は、業務と発症との関連性が強いと判断されること。

24



（事業者が講ずべき主な措置）（事業者が講ずべき主な措置）
①時間外労働の削減
・限度基準への適合

が ぼ が・限度基準で定めた時間、特別条項があっても労働者の健康に悪影響を及ぼすことが
ないように時間外労働のさらなる短縮について配意する。
・労働時間の適正な把握のために使用者が講ずるべき措置に関する基準（平成１３年
４月６日付け基発第３３９号通達）に基づき労働時間を適正に把握する。

②年次有給休暇の取得促進②年次有給休暇の取得促進
・年休の取得しやすい職場づくり、具体的な年休取得促進を図る。

③労働者の健康管理に係る措置の徹底③労働者の健康管理に係る措置の徹底
・健康診断の実施等の徹底
・産業医等による助言指導等

可能な限り、時間外労働の縮減に努める。長時間が続いた時には、年休取得による休
養・リフレッシュするように努める。健康診断等による労働者の定期的な健康チェックが
必要です必要です。
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脳・心臓疾患による過労死の危険性

1か月平均の時間外労働時間別の脳・心臓疾患で「長期間の過重業務」に
より支給決定された事案 （平成２２年度）全国・全業種より支給決定された事案 （平成 年度）全国 全業種

支給決定された事案（件） うち死亡（件） ○時間外労働
が月あたり８０

４５時間未満 ０ ０

４５時間以上～６０時間未満 １ １

６０時間以上 ８０時間未満 １６ ６

が月あたり８０
時間を超えると
支給決定され
る件数が増え６０時間以上～８０時間未満 １６ ６

８０時間以上～１００時間未満 ９２ ３６

１００時間以上～１２０時間未満 ８４ ３６

る件数が増え
ている。

○死亡した案
件（過労死）も

１２０時間以上～１４０時間未満 ３１ １２

１４０時間以上～１６０時間未満 １３ ４

１６０時間以上 ２０ １０

件（過労死）も
増えており、危
険度が上がる
ため、時間外

その他（注） ２６ ８

（参考）支給決定件数 ２８５ １１３

ため、時間外
労働の管理が
求められる。

注 その他の件数は、認定要件のうち、「異常な出来事への遭遇」又は「短期間の過重業務」
により支給決定された事案の件数である。
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平成２２年度 脳・心臓疾患及び精神障害など労災補償状況まとめ（厚生労働省ホームページより）



脳・心臓疾患に係る労災請求・認定件数の推移（全国・全業種）

ここ５年は請求件数についてここ５年は請求件数について
は８００～９００件前後で推移。

認定件数も３００～４００件前
後で推移。

請求件数の多い業種
①運輸・郵便業 １０８件
②建設業 ５５件②建設業 ５５件
③サービス業 ５４件

認定件数の多い業種
①運輸 郵便業①運輸・郵便業

道路貨物運送業 ５７件
②運輸・郵便業

道路旅客運送業 １７件道路旅客運送業 件
③建設業 １４件

平成２２年度の医療・福祉業は
請求件数は１９件（１１位）
認定件数は ７件（１０位）

27

認定件数は ７件（１０位）



脳・心臓疾患の支給件数の年齢別の特徴
（平成２２年度） 全国・全業種

年齢別の支給状況 中高年（特に４０代・５
０代）１００件前後で多
い傾向があるい傾向がある。
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平成２２年度 脳・心臓疾患及び精神障害など労災補償状況まとめ（厚生労働省ホームページより）



脳・心疾患の事例脳・心疾患の事例

・保健福祉業 頭痛などの病気による休暇を取得したこともあまりなく・保健福祉業

・２０代女性

看護師

頭痛などの病気による休暇を取得したこともあまりなく、

定期・特殊両健康診断においても特段の異常は見られな
い。勤務状況も良好であったが、勤務を終えて帰宅した後、

看護師

・くも膜下出血

い。勤務状況も良好であったが、勤務を終えて帰宅した後、
自宅でくも膜下出血を発症し１か月後に死亡した事例。

時間外労働時間数は発症１か月前は約５４時間、発症
前１週間は約１１時間であり、１か月あたり１００時間を超
えていない。

恒常的な残業 夜勤等の条件が重な て疲労が蓄積恒常的な残業、夜勤等の条件が重なって疲労が蓄積。
遺族補償一時金の支払いを命じられる。

（公務災害認定事案）（公務災害認定事案）
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厚生労働省ホームページ こころの耳「事例紹介」より



脳・心疾患の事例

・保健福祉業 Ｘ病院で働いていた看護師Ａが宿直明けに意

・２０代女性

・看護師

識不明となり死亡した。

看護師Ａが働く手術室ではもともと２６人態勢だ看護師

・致死性不整
脈（推定）

ったが、１８人になり、態勢を強化するため新人
が補充されたが人員不足の状態は続いた。

脈（推定）
看護師Ａはおよそ２か月の間に２５時間拘束の

宿直勤務を８回こなしたほか休日に働くこともあ
り、残業は月約１００時間だった。看護師Ａは特に
持病はなく、死因は致死性不整脈と推定される。

（労災認定事案）

時事通信、時事ドットコム記事より
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時事通信、時事ドットコム記事より



精神障害による過労自殺等の危険性

1か月平均の時間外労働時間別精神障害等で支給決定された事案
（22年度）全国･全業種

支給決定された事案 うち自殺

２０時間未満 ５６ ５

○時間外労働
が月あたり８０
時間を超えると２０時間未満 ５６ ５

２０時間以上～４０時間未満 １３ １

４０時間以上～６０時間未満 １８ ６

６０時間以上～８０時間未満 １１ ６

時間を超えると
支給決定され
る件数が増え
ている。

６０時間以上～８０時間未満 １１ ６

８０時間以上～１００時間未満 ２７ ８

１００時間以上～１２０時間未満 ４３ １４

１２０時間以上～１４０時間未満 ２５ ９

○自殺した案
件（過労自殺）
も増えており、

１２０時間以上～１４０時間未満 ２５ ９

１４０時間以上～１６０時間未満 １２ ２

１６０時間以上 ２０ ６

その他（注） ８３ ８

危険度が上が
るため、時間外
労働の管理が
求められるその他（注） ８３ ８

（参考）支給決定件数 ３０８ ６５
求められる。

注 その他の件数は 出来事による心理的負荷が極度であると認められる事案等 時間外労注 その他の件数は、出来事による心理的負荷が極度であると認められる事案等、時間外労
働時間数に関係なく業務上と判断した事案の件数である。
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平成２２年度 脳・心臓疾患及び精神障害など労災補償状況まとめ（厚生労働省ホームページより）



精神障害等に係る労災請求・認定件数の推移（全国･全業種）精神障害等に係る労災請求 認定件数の推移（全国 全業種）

請求件数は平成２１年
ここ５年は増加傾向。平成２１年
度には１ ０００件を超える

度に１０００件を超える。
度には１，０００件を超える。

認定件数も２００～３００件前後
で推移。

請求件数の多い業種（平成２２
年度）
①医療・福祉
社会保険・福祉・介護 ８５件社会保険 福祉 介護 ８５件

②医療・福祉
医療業 ８４件

③情報通信業 ５９件

認定件数の多い業種（平成２２
年度）
①医療・福祉①医療 福祉
社会保険・福祉・介護 ２０件

②医療・福祉
医療業 ２０件

③情報通信業 １６件③情報通信業 １６件

（参考）
職種別の労災申請件数（平成２２年度） 保健師、助産師、看護師 ５１件（５位）
職種別の労災認定件数（平成２２年度） 保健師 助産師 看護師 １５件（５位）
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職種別の労災認定件数（平成２２年度） 保健師、助産師、看護師 １５件（５位）

平成２２年度 脳・心臓疾患及び精神障害など労災補償状況まとめ（厚生労働省ホームページより）



精神障害の支給件数の年齢別の特徴（平成22年度）（全国・全業種）

年齢別の支給状況

・２０代～５０代まで幅広く
ある （１９歳以下 ６０歳以ある。（１９歳以下、６０歳以
上を除き年齢による差はあ
まりない。）
・特に３０代が多い。
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平成２２年度 脳・心臓疾患及び精神障害など労災補償状況まとめ（厚生労働省ホームページより）



精神疾患の事例精神疾患の事例

・保健福祉業 看護師Ａは、即日入院が非常に多いなど大変保健福祉業

・３０代女性

看護師Ａは、即日入院が非常に多いなど大変
忙しい科で働き、残業が非常に多い毎日を送っ
ていた。また自己啓発のため勉強するなど非常

看護師

・うつ病

ていた。また自己啓発のため勉強するなど非常
に熱心であった。

職場に新人看護師が就職し、看護師Ａは新人うつ病 職場に新人看護師が就職し、看護師Ａは新人
看護師の指導員を勤めるようになるとともに、指
導以外にも看護発表に向けた準備などで更に忙導以外にも看護発表に向けた準備などで更に忙
しくなった。その頃から同僚の話が気になる、夜
中途中で目が覚める、疲れやすい（特に朝）など中途中 目 覚 る、疲れやす （特 朝）な
の症状が出始め、毎日相談に訪れることを心配
した看護師長の紹介で精神科を受診することに
なった。
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厚生労働省ホームページ こころの耳「事例紹介」より



過労自殺の事例過労自殺の事例

・保健福祉業 大学医学部卒業後、同大学の研修医として勤務

・３０代男性

・医師

を開始した勤務医Ａは、複数の病院に勤務しなが
ら外科医として経験を積む。Ｘ病院で勤務を開始

そ 後 病院 転勤 転勤は 意向 沿う
医師

・過労自殺
し、その後Ｙ病院へ転勤。転勤はＡの意向に沿う
ものではなく、大きなストレスとなり、転勤直後に
医療事故を起こしたため 自殺した医療事故を起こしたため、自殺した。

Ｙ病院では同僚や上司から十分な支援もなく、Ｘ
病院勤務 時 あ 数 直勤務病院勤務の時から１か月あたり数回の当直勤務
をこなし、休日出勤もした。Ｙ病院においても夜遅
くまで勤務し 休日出勤や月 回の当直 恒くまで勤務し、休日出勤や月３～４回の当直、恒
常的に１か月あたり８０時間を超える時間外労働
をしていた （労災認定事案）をしていた。（労災認定事案）
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時事通信、時事ドットコム記事
独立行政法人労働政策研究機構・研修機構ホームペ－ジより



医療機関にとっての大きなリスク・デメリット

長時間労働を抑制しないと事業場にとって次のようなリスク・デ
メリットが考えられますメリットが考えられます。

① 長時間労働により、労働者が肉体的・精神的に疲れた状況が続く職場環境であれ
ば、離職率の上昇、業務の効率性や職員のモチベーションの低下、医療ミスを招くお
それがある。

② 働きにくい環境であれば、募集をかけても人が集まらず、優秀な人材の確保が難し
くなる。（口コミやネットワークで悪い噂が広がっていく。）

③ 割増賃金等による人件費が増加し、経営の負担につながる。

④ 不幸にして職員が過労死や過労自殺した場合④ 不幸にして職員が過労死や過労自殺した場合
・遺族から民事訴訟を提起される恐れがある。（遺族は長時間労働であった事実を
見ている。）
民事裁判により 弁護士費用等 ト 負担や敗訴した場合 数千万円から数億・民事裁判により、弁護士費用等コストの負担や敗訴した場合、数千万円から数億

円単位の賠償金を支払わされるケースも少なくない。
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・法違反を伴ったもので、重大・悪質なものや遺族等の告発により、労働基準監
督署が労働基準関係法令違反で送検する場合がある。
・民事賠償や労働基準監督署の送検に関する新聞報道等により医療機関に対す・民事賠償や労働基準監督署の送検に関する新聞報道等により医療機関に対す
る信頼が損なわれるばかりでなく、優秀な人材を確保しにくくなる。
・亡くなった職員の「人材」（医師、看護師の免許取得はお金と時間がかかる。事
務職員であ ても長い間の業務経験者を失うと大きい ）の大きな損失がある務職員であっても長い間の業務経験者を失うと大きい。）の大きな損失がある。

⑤ 医療ミスを犯せば、患者や患者が亡くなった場合の遺族から民事的な損害賠償
請求がなされる場合がある。また、新聞報道等により医療機関に対する信頼が損

なわれるばかりでなく、優秀な人材を確保しにくくなる。

働く医療従事者にと ても働く医療従事者にとっても
患者に対して良質な医療サービスを維持・確保するためにも

正に長時間労働の抑制対策は医療機関にと ても正に長時間労働の抑制対策は医療機関にとっても
例外ではなく非常に重要な問題
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医療機関で働く人の過重労働に関する最近の裁判

①Ｘ病院事件 （平成２０年１月Ｏ地裁判決）
Ｘ病院で働く２０代の看護師Ａがくも膜下出血症により死亡。発症前６か月間の時間

外労働の平均は約５２時間／月 日勤（８ ３０ １７ ００）後すぐに深夜勤（０ ３０外労働の平均は約５２時間／月。日勤（８：３０～１７：００）後すぐに深夜勤（０：３０～
９： ００）に入るなど、勤務と勤務の間隔が５時間程度のシフトが月平均５回もあったも
の。Ｘ病院に対して約６３０万円の支払いを命じた。

②Ｙ病院事件 （平成２０年３月Ｐ高裁判決）
Ｙ病院で働く４０代の麻酔科医Ｂが急性心機能不全により死亡。死亡前１か月間の病院で働く 代の麻酔科医 が急性心機能不全により死亡。死亡前 か月間の

時間外労働は約１０７時間、同３か月間の時間外労働の平均は約１０３時間／月、同
６か月間の時間外労働の平均は約１１６時間／月。手術時の麻酔施行、ＩＣＵ管理は
精神的緊張が伴う業務であり 宿日直・重症当直の負担も相当過度であったもの Ｙ精神的緊張が伴う業務であり、宿日直 重症当直の負担も相当過度であったもの。Ｙ
病院に対して約１億１０００万円の支払いを命じた。

③Ｚ病院事件 （平成２１年１０月Ｑ地裁判決）③Ｚ病院事件 （平成２１年１０月Ｑ地裁判決）
Ｚ病院で働く３０代の研修医Ｃがアルバイトで働いていたＷ病院へ自家用車で通勤

途中に交通事故にあい死亡。遺族は交通事故の原因がZ病院での勤務が過重労働で
あ を 由 提 病院 約 支払 を命あることを理由に提訴。Ｚ病院に対して約２０００万円の支払いを命じた。

使用者の安全配慮義務違反に対する訴え
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安全配慮義務違反とは？安全配慮義務違反とは？
使用者は、労働者が労務提供のため設置する場所、設備もしくは器具等を使用し又

は使用者の指示の下に労務を提供する過程において、労働者の生命及び身体等を危
険から保護するよう配慮すべき義務を負 ており それを怠 た場合に 安全配慮義務険から保護するよう配慮すべき義務を負っており、それを怠った場合に、安全配慮義務
違反として民事的に損害賠償請求をされる可能性があります。

安全 慮義務安全配慮義務は
①物的環境を整備する義務
②人的配備を適切に行う義務
③安全教育・適切な業務指示を行う義務
④安全衛生法令を実行する義務

等があります。等があります。

労働契約法においても以下の規定があります。
労働契約法第５条（労働者の安全への配慮）
使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体等の安全を確保しつつ労働する

ことができるよう、必要な配慮をするものとする。とができるよう、必要な配慮をするものとする。
労働契約法第２条（労働契約の原則）
第３項 労働契約は、労働者及び使用者が仕事と生活の調和にも配慮しつつ締結
し 又は変更すべきものとするし、又は変更すべきものとする。
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長時間労働抑制への提案

まず必要なこと

長時間労働抑制 の提案

まず必要なこと

①長時間労働抑制の必要性・重要性（過重労働による健康障害の問題とデメリット）
を理解 意識 ま うを理解し、意識しましょう。

②使用者（トップ）や管理者の長時間労働抑制に関する取り組みについてリーダーシ
ップと覚悟が必要です。

③使用者（トップ）だけでなく、関係当事者である管理者、一般職員（労働者）の全員③使用者（トップ）だけでなく、関係当事者である管理者、 般職員（労働者）の全員
の協力が必要であるとともに、「働き方」に関する意識の改革が必要です。

④意識の改革や取り組みについては持続的に行うものであり 当然に時間を要する④意識の改革や取り組みについては持続的に行うものであり、当然に時間を要する
ものであることを理解しましょう。（意識の改革や取り組みをためらい行わない事業場
には改善や発展はありません。）

具体的な目標を掲げて持続的に取り組んでいくことが重要具体的な目標を掲げて持続的に取り組んでいくことが重要
仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の取り組み
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３ 仕事と生活の調和（ワ ク ラ３．仕事と生活の調和（ワーク・ラ
イフ・バランス）についてイフ バランス）について
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仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の必要性

○事業場にとって
長時間労働の抑制、過重労働による健康障害（脳・心臓疾患、精神障害等）の防止

（医療機関にと て）（医療機関にとって）

上記に加え、医療従事者の過労による医療ミスを防止し、患者に対する良質な医療
サービスを提供するために必要

○国にとって
少子化・高齢化対策少子化・高齢化対策
・子供を育てる環境作り
・国力維持のための人口減少の防止

防止できなければ労働人口の減少 国内の購買力の低下→防止できなければ労働人口の減少、国内の購買力の低下
自殺の予防（自殺者３万人以上がここ１０数年連続している。自殺者のうち約１／３ぐ
らいが働くことに関しての悩みが原因の一つと推定されている。）

○個人（家族）にとって
人間らしくいきがいをもって働く（ILO「ディーセント・ワーク」） 精神的に豊かな生活人間らしくいきがいをもって働く（ILO「ディーセント・ワーク」）、精神的に豊かな生活

を送るため
・子育て、介護
趣味・趣味

・地域貢献（ボランティア） 42



労働時間＞生活時間（※）
（※生活する時間＋寝る時間）（※生活する時間＋寝る時間）

労働時間＜生活時間
少しでも短くする努力が必要！！
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内閣府が平成２０年度に実施した労使を対象にした仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バランス）の意識調査において

全国２０歳以上６０歳未満の男女２，５００人に対して実施
・ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の言葉について

①言葉も内容も知っている １３ ４％①言葉も内容も知っている １３．４％
②言葉は聞いたことがあるが内容までは知らない ３４．８％

「仕事 時間を短くした が 「個人 生活 「休養 時間を長くした・ 「仕事」の時間を短くしたいが４０％、「個人の生活」「休養」の時間を長くした
いはそれぞれ６０％回答している。

・しかし現実には「仕事」優先と回答しているのが４０％

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の言葉についてもっと浸透させる仕事と生活の調和（ワ ク ライフ バランス）の言葉についてもっと浸透させる
必要があり、実現に向けた持続的な取り組みが必要。

「仕事と生活の調和（ワ ク ライフ バランス）と顧客ニ ズに関する意識「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）と顧客ニーズに関する意識
調査について」（平成２１年５月２７日発表） 内閣府ホームページより
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仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現は、まずできるところから目標
を持 て意識しながら少しずつ実践していくことが始まりですを持って意識しながら少しずつ実践していくことが始まりです。
労働時間の部分（例）

①ノー残業デーを設定してみる
一律○曜日でなくても、１週間に１日は必ず定時に退社 ・・・でもよい。

② 年次有給休暇を月に１日は取るようにする
２か月に１日でもよい月 も

③企業のトップが職員に対して声かけをする
月に１回、週に１回でもよい

などなど

・最初から諦めてしまってはその後の改善や発展は見られない。最初 諦 ま そ 後 改善や発展 見 れな 。
・働き方についての意識を変革でもあり、意識を変える、組織に考え方を浸透さ
せるのには時間を要する。
・最初から実現不可能な目標を立てずに まずは実現可能な具体的な目標を立最初から実現不可能な目標を立てずに、まずは実現可能な具体的な目標を立
て実践し、検証すること。持続的に実践し、達成できたら次の難しい目標にステ
ップ・アップへ。
前向かつ持続的な取組みこそが 仕事と生活の調和（ワ ク ライフ バランス）・前向かつ持続的な取組みこそが、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）

の実現につながる。
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まずは職場において労働時間に関する問題を考えてみませんか。（問題点を考えて
取組むことからすべてが始まる。）

労働時間の部分（例）労働時間の部分（例）
①ノー残業デーを設定してみる

一律○曜日でなくても、１週間に１日は必ず定時に退社 ・・・でもよい。複数の診療科を持つ
場合であればそれぞれの実態に合わせて個別に目標を立ててもよい。場合であればそれぞれの実態に合わせて個別に目標を立ててもよい。
②年次有給休暇を月に１日は取るようにする

１か月に１回が難しいのであれば、２か月に１日でもよい。取得率を少しでも上げていくこと
が重要。
③企業のトップが労働時間の短縮や年休の取得を意識し、実践していく。
職員に対して早く帰るように声かけをする。声かけは月に１回、週に１回でもよい。まずは

実践することから始まる・・・。

④労使間でのコミ二ケーションを十分に図り、時間短縮に効果のある業務の改善に取組む。

具体的な目標を立てて、少しでも労働環境を前向きに自主的な改善をして見ませんか？

目標設定や労働時間に関する相談・助言等は、労働時間設定改善コンサルタントが無料
で行います。
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労働局が社会保険労務 資格を有する者を タ と 委嘱 事業場（全・ 労働局が社会保険労務士の資格を有する者をコンサルタントとして委嘱し、事業場（全
業種対象）から労働時間をはじめとする労働相談に関し、無料で助言・指導を行います。

・ 事業場の労働時間に関する自主的な改善に対して助言・指導を行うものであり、労働
基準監督署が行う臨検監督ではありません。

・ コンサルタントの事業場への直接訪問を希望される場合には、事前の日程調整をさせ
ていただきます。

・ 相談内容については秘密を厳守いたします。

労働時間設定改善 ンサルテ ングに関するご相談は 鹿児島労働局監督課（０９９・ 労働時間設定改善コンサルティングに関するご相談は、鹿児島労働局監督課（０９９ー
２２３－８２７７）までお気軽にお問い合わせください。
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最後に
鹿児島労働局、鹿児島・川内・鹿屋・加治木・名瀬の各労働基準監督署で

は、労働者だけでなく、使用者からの労働時間をはじめとする各種労働相談
に関し 無料で受付しております 相談者の都合により匿名の相談でもかまに関し、無料で受付しております。相談者の都合により匿名の相談でもかま
いませんので是非ご利用ください。

郵便番号 電話番号郵便番号

所在地

電話番号
FAX番号

鹿児島労働局
労働基準部 監督課

〒892-8535
鹿児島市山下町13 21鹿児島合同庁舎2階

TEL 099-223-8277
FAX 099 223 0575労働基準部 監督課 鹿児島市山下町13-21鹿児島合同庁舎2階 FAX 099-223-0575

鹿児島労働基準監督署
〒890-8545
鹿児島市薬師1-6-3

TEL 099-214-9175
FAX 099-206-3546

川内労働基準監督署
〒895-0063
薩摩川内市若葉町4-24

TEL 0996-22-3225
FAX 0996-20-0874

鹿屋労働基準監督署
〒893-0064 TEL 0994-43-3385

鹿屋労働基準監督署
〒893 0064
鹿屋市西原4-5-1

TEL 0994 43 3385
FAX 0994-41-7394

加治木労働基準監督署
〒899-5211
姶良市加治木町新富町98-6

TEL 0995-63-2035
FAX 0995-63-3348姶良市加治木町新富町

名瀬労働基準監督署
〒894-0036
奄美市名瀬長浜町1-1

TEL 0997-52-0574
FAX 0997-52-6869
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